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〜
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
を
策
定
し
ま
し
た
〜

 
公
共
施
設
と
都
市
基
盤
施
設
の
最
適
化
を
す
す
め
て
い
ま
す

ハ
コ
モ
ノ

イ
ン
フ
ラ

現
在
、
公
共
施
設（
ハ
コ
モ
ノ
）を
見
直
し
て

最
適
化
を
す
す
め
て
い
ま
す

今
後
、
都
市
基
盤
施
設
（
イ
ン
フ
ラ
）
の

最
適
化
も
す
す
め
て
い
き
ま
す

イ
ン
フ
ラ
の
更
新
に
必
要
な
費
用
が

不
足
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す

　
伊
賀
市
は
、
他
市
に
比
べ
、
市
民
一

人
当
た
り
の
公
共
施
設
（
ハ
コ
モ
ノ
）

の
保
有
量
が
多
く
、
こ
の
ま
ま
保
有
し

続
け
る
と
、
将
来
に
大
き
な
負
担
を
残

す
こ
と
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
こ
の
た
め
、
市
で
は
ハ
コ
モ
ノ
の
見

直
し
を
行
い
、
延
べ
床
面
積
を
34
％
縮

減
す
る
目
標
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

最
適
化
の
取
り
組
み
に
よ
り
、
前
年
度
末
ま
で
に
、
65

施
設
、
３
万
５
，０
０
０
㎡
を
縮
減
し
ま
し
た
。

　
都
市
基
盤
施
設
（
イ
ン
フ
ラ
）
と
は
、
生
活
に
欠
か
す

こ
と
の
で
き
な
い
道
路
や
橋
、上
下
水
道
な
ど
の
こ
と
で
、

こ
れ
ら
も
市
が
保
有
す
る
施
設
で
す
。

　
イ
ン
フ
ラ
を
安
心
安
全
に
利
用
し
て
い
く
た
め
に
は
、
計

画
的
な
維
持
管
理
と
更
新
が
必
要
で
す
。こ
れ
ら
の
施
設（
ハ

コ
モ
ノ
・
橋
梁
・
上
水
道
）
は
、
同
時
期
に
整
備
さ
れ
た
も

の
が
多
く
、更
新
時
期
が
集
中
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
将
来
に
負
担
を
残
さ
ず
、
安
全
な
施
設
を
引
き
継
い
で

い
け
る
よ
う
、
市
で
は
、
今
年
策
定
し
た
「
公
共
施
設
等

総
合
管
理
計
画
」
に
基
づ
き
、
ハ
コ
モ
ノ
に
加
え
て
イ
ン

フ
ラ
の
最
適
化
に
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

　

主
要
な
イ
ン
フ
ラ
を

維
持
し
て
い
く
た
め
の

更
新
費
用
は
、
２
０
５

０
年
度
ま
で
の
間
、
年

平
均
85
億
円
程
度
必
要

に
な
る
こ
と
が
予
想
さ

れ
ま
す
。

　

一
方
、
こ
れ
ま
で
の

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
費

は
、
年
平
均
34
億
円
で

し
た
。

　
こ
の
た
め
、
２
０
５

０
年
度
ま
で
に
年
平
均

51
億
円
の
更
新
費
用
が

不
足
す
る
と
推
計
さ
れ

ま
す
。

取り組み開始時
点（2015年度）

現在 2030年度
（平成42年度）

0

5

悪
く
な
っ
た
ら
直
す

計
画
的
な
管
理
を
行
う

発想の転換

イ
ン
フ
ラ
の
現
状

を
把
握
す
る
こ
と

が
必
要

2015（H27） 2030（H42） 2045（H57） 2050（H62）

ハコモノと橋梁・上水道の
更新ピーク時期

（H42～H57）

下水道の
更新ピーク時期
（H57～H62）

インフラの更新に必要な額
平均 85億円／年

インフラの更新が可能な額
平均 34億円／年

平均 51億円／年
の不足

◆インフラを維持・更新していくための費用の推計

イ
ン
フ
ラ
更
新
費

60
％
不
足

（
年
平
均
51
億
円
）

50億円

100億円

32 万㎡
（4㎡／人）

45.1 万㎡
（4.64㎡／人）

延べ床面積
48.6 万㎡
（市民１人当たり

5㎡／人）

■ハコモノの最適化取り組み状況

目
標
は

34
％

（
16
．６
万
㎡
）

の
縮
減

 

７
％

（
３
．５
万
㎡
）を

縮
減
で
き
た

将
来
ま
で
持
続
可
能
な

サ
ー
ビ
ス
を
め
ざ
し
て



お
知
ら
せ
拡
大
版

ま
ち
か
ど
通
信

お
知
ら
せ

募
　
集

コ
ラ
ム

図
書
・
救
急
な
ど

催
　
し
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「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
は
、管
財
課・市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
い
た
だ
く
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
計
画
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

【
問
い
合
わ
せ
】

　
管
財
課　
☎
22
・
９
６
１
０　
℻  
24
・
２
４
４
０

◆介護保険負担限度額認定証の
更新受付が始まりました

　現在の認定証の有効期間は７月 31 日ま
でです。８月以降分の更新申請のお知らせ
を発送しますので、引き続き認定が必要な
人は申請してください。
※この証は、介護保険要介護・要支援認定
　を受け、特別養護老人ホーム、介護老人
　保健施設、介護療養型医療施設に入所し
　ている人、短期入所（ショートステイ）サー
　ビスを利用している人の食費・居住費（滞
　在費）を限度額までにおさえ、負担を軽
　減するものです。
※８月から、負担段階を判定する対象年金
　に、障害年金や遺族年金などの非課税年
　金が追加されます。
《認定要件》
○本人が住民税非課税世帯で、世帯を別にす
　る配偶者も住民税非課税であること。
○預貯金などの資産が、単身で1,000万円以
　下、夫婦で 2,000 万円以下であること。
《申請受付開始日》　７月１日㈮
《申請に必要なもの》　申請書・同意書・印鑑・
通帳など資産を証明する書類の写し
※配偶者がいる場合は、配偶者の資産を証明
　する書類の写しも添付してください。
《結果通知・認定証の発送》　７月末以降順次
《申請先》
　介護高齢福祉課・各支所住民福祉課

◆介護保険負担割合証を発送します
　８月１日㈪以降の介護保険サービスを利
用する際の自己負担割合を記載した証を、
７月 20日㈬以降順次発送します。

◆介護保険料納入通知書を発送します
《発送日》　７月 13日㈬
《対象者》　65歳以上の人（第１号被保険者）
※今回お届けする通知書の保険料額は、本
　人の前年の所得額や年金収入額と、本人や
　同じ世帯の人の市民税の課税状況によって
　算定したものです。

【問い合わせ】　介護高齢福祉課
　☎ 26-3939　℻   26-3950

介 保護 険 のお知らせ

　
「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
の
中
で
、
イ
ン
フ
ラ
の

持
続
可
能
な
サ
ー
ビ
ス
を
実
現
す
る
た
め
の
３
原
則
（
３

Ｒ
）
を
掲
げ
ま
し
た
。

　

市
の
試
算
で
は
、「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
に

基
づ
い
て
最
適
化
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
イ
ン
フ
ラ
の
更

新
費
を
年
平
均
12
億
円
の
不
足
ま
で
に
改
善
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
今
後
は
、
不
足
額
の
さ
ら
な
る
解
消
に
向
け

て
、
民
間
資
本
の
活
用
や
保
有
す
る
資
産
の
収
益
化
な
ど

の
新
た
な
取
り
組
み
に
よ
っ
て
更
新
財
源
を
確
保
し
て
い

き
ま
す
。

　

こ
れ
か
ら
も
、
市
民
の
財
産
を
持
続
可
能
な
形
で
継
承

し
て
い
く
た
め
に
、
勇
気
と
覚
悟
を
も
っ
て
市
民
の
皆
さ

ん
と
共
に
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

インフラの
更新可能額

更新に
必要な費用
（計画実施後）

現状維持に
必要な費用

更
新
費
の
節
減
を
め
ざ
す
〝
３
つ
の
Ｒ
〞

今
後
の
取
り
組
み

Research
リサーチ

（的確な現状把握）

Restructure
リストラクチャー
（インフラの

再編・整理）

Repair
リペア

（優先度による
補修更新）

劣化状況の把握と見える化

■見直しの根本的な考え方（３R）

■３Ｒに取り組んだ場合の将来更新費

運営の効率化
規模の適正化

予防保全型手法（損傷を
予測して、発生を未然に
防ぐ手法）への転換

　
こ
の
３
Ｒ
に
基
づ
き
、
イ
ン
フ
ラ
の
長
寿
命
化
、
再
編・

整
理
な
ど
を
実
施
し
、
優
先
順
位
を
つ
け
て
更
新
時
期
を

ず
ら
す
な
ど
、
更
新
費
の
節
減
を
め
ざ
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
２
０
５
０
年
度
ま
で
に
、
総
額
１
，

５
９
９
億
円
（
年
平
均
46
億
円
程
度
）
ま
で
に
節
減
で
き

る
と
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

0

8

34億円／年

46億円／年

85億円／年

計
画
の

実
施
に
よ
り

年
平
均
39
億
円

が
節
減
可
能
に 計

画
実
施
後
も

年
平
均
12
億
円

不
足
す
る


